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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：おきなわ事業者復活支援金（新規）

事 業 期 間：令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部観光政策課

１ 事業の目的・内容
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上が 30％以上もしくは 50％以上減

少し、国の事業復活支援金を受給した県内事業者に対して県独自の支援金を給付
する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

おきなわ 2,133,836 １ お き な 1,998,345 １ おきなわ事業 最終予算額

事業者復 わ 事 業 者 者復活支援金 1,999,617
活支援金 復 活 支 援

金 ・新型コロナウイ 執行率
ルス感染症の影響 99.9％

・ 新 型 コ ロ を受け、売上が 3 0
ナ ウ イ ル ス ％以上もしくは 5 0 不用額
感 染 症 の 影 ％以上減少し、国 1,272
響 を 受 け 、 の事業復活支援金
売 上 が 3 0％ を受給した県内事
以 上 も し く 業者に対して県独
は 5 0％ 以 上 自の支援金を給付
減 少 し 、 国 した。
の 事 業 復 活
支 援 金 を 受 支給件数 :15,094件
給 し た 県 内
事 業 者 に 対
し て 県 独 自
の 支 援 金 を
給付する。

３ 事業の効果 /課題
(1) おきなわ事業者復活支援金
効果： 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、事業規模（売上）

に応じた直接的な支援（給付）を行ったことで、経営体力が低下してい
る観光関連事業者等の事業継続の支援を行うことができた。

課題： 沖縄観光は、旅行需要が回復傾向にあるものの、新型コロナウイルス
感染症に加え物価高騰等により、観光関連事業者においては、引き続き
の影響を受けており、今後も観光関連事業者の経営改善や受入体制の再
構築支援に取り組む必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：おきなわ事業者復活支援金（新規）

事 業 期 間：令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部観光政策課

１ 事業の目的・内容
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上が 30％以上もしくは 50％以上減

少し、国の事業復活支援金を受給した県内事業者に対して県独自の支援金を給付
する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

おきなわ 2,133,836 １ お き な 1,998,345 １ おきなわ事業 最終予算額

事業者復 わ 事 業 者 者復活支援金 1,999,617
活支援金 復 活 支 援

金 ・新型コロナウイ 執行率
ルス感染症の影響 99.9％

・ 新 型 コ ロ を受け、売上が 3 0
ナ ウ イ ル ス ％以上もしくは 5 0 不用額
感 染 症 の 影 ％以上減少し、国 1,272
響 を 受 け 、 の事業復活支援金
売 上 が 3 0％ を受給した県内事
以 上 も し く 業者に対して県独
は 5 0％ 以 上 自の支援金を給付
減 少 し 、 国 した。
の 事 業 復 活
支 援 金 を 受 支給件数 :15,094件
給 し た 県 内
事 業 者 に 対
し て 県 独 自
の 支 援 金 を
給付する。

３ 事業の効果 /課題
(1) おきなわ事業者復活支援金
効果： 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、事業規模（売上）

に応じた直接的な支援（給付）を行ったことで、経営体力が低下してい
る観光関連事業者等の事業継続の支援を行うことができた。

課題： 沖縄観光は、旅行需要が回復傾向にあるものの、新型コロナウイルス
感染症に加え物価高騰等により、観光関連事業者においては、引き続き
の影響を受けており、今後も観光関連事業者の経営改善や受入体制の再
構築支援に取り組む必要がある。
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実施・運営等 実施・運営等

３ 事業の効果 /課題
⑴ 地域観光事業支援
効 果： 新型コロナウイルスの感染拡大防止と社会経済活動を両立させなが

ら、県民による県内観光需要を喚起するキャンペーンを実施したこと
により、 44.3万人泊分の需要喚起、 7.9億円分の地域クーポンの利用促
進につながり、全体で 55.4億円以上の経済効果の誘発につながった。
<キャンペーン利用実績（ R3～ R4年度実施分） >
・実施期間： 267日間（ R3.11.15～ R4.10.10のうち停止・除外期間除く）
・利用人泊数：約 44.3万人
・割引適用額：約 25.2億円（旅行クーポン :17.3億円、

地域クーポン :7.9億円）
・事業効果 ：約 55.4億円以上

課 題： 新型コロナウイルス感染症の度重なる感染拡大の波や、国の直前の期
間延長、制度変更等により手続が複雑化されたこと等の背景があり、
利用が限定的にならざるを得ない状況にあった。引き続き、本事業を
通して、感染拡大防止と社会経済活動の段階的な再開を行いながら、
新型コロナウイルスを取り巻く社会環境の変化等を注視しながら、効
果的な事業実施を進めていく必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：地域観光事業支援（継続）

事 業 期 間：令和３年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けている観光関連事業者の支

援を行うため、プレミアム付き旅行クーポン及び地域クーポンを発行することに

より、域内を中心とした観光需要を喚起する。

２ 事業の実績

（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

地域観光 7,987,261 １ 地域観光事 7,636,376 １ 地域観光事 最終予算額

事業支援 (7,987,261) 業支援 (おきな (7,636,376) 業支援 (おきな 7,987,261

わ 彩 発 見 キ ャ わ 彩 発 見 キ ャ
ン ペ ー ン 第 ４ ン ペ ー ン 第 ４ 執行率
弾 ) 弾 ) 95.6％

<実施期間 > <実施期間 > 不用額
R 4 . 4 . 1～国が定 R4.4.1～ 10.10 350,885

める日 （ 4.29～ 5.8のＧ
Ｗ期間中は対象 ※左記決
外） 算額のう

ち 74億円
<キャンペーン概要> <キャンペーン概要> は「 GoTo
旅行割引率 旅行割引率 おきなわ

50％ 50％ キャンペ
割引上限額 割引上限額 ーン事業」
5,000円 /人泊 5,000円 /人泊 の財源に

地域クーポン 地域クーポン 充当の上、
2,000円 /人泊 2,000円 /人泊 執行済

⑴県内の宿泊・ ⑴県内の宿泊・
旅行サービスに 旅行サービスに
利用できるプレ 利用できるプレ
ミアム付クーポ ミアム付クーポ
ンの発行により ンの発行により
観光需要の喚起 観光需要の喚起
を図る。 を図った。

⑵⑴に加え、地 ⑵⑴に加え、地
域クーポンの発 域クーポンの発
行による地域経 行による地域経
済の活性化を図 済の活性化を図
る。 った。

⑶キャンペーン ⑶キャンペーン
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実施・運営等 実施・運営等

３ 事業の効果 /課題
⑴ 地域観光事業支援
効 果： 新型コロナウイルスの感染拡大防止と社会経済活動を両立させなが

ら、県民による県内観光需要を喚起するキャンペーンを実施したこと
により、 44.3万人泊分の需要喚起、 7.9億円分の地域クーポンの利用促
進につながり、全体で 55.4億円以上の経済効果の誘発につながった。
<キャンペーン利用実績（ R3～ R4年度実施分） >
・実施期間： 267日間（ R3.11.15～ R4.10.10のうち停止・除外期間除く）
・利用人泊数：約 44.3万人
・割引適用額：約 25.2億円（旅行クーポン :17.3億円、

地域クーポン :7.9億円）
・事業効果 ：約 55.4億円以上

課 題： 新型コロナウイルス感染症の度重なる感染拡大の波や、国の直前の期
間延長、制度変更等により手続が複雑化されたこと等の背景があり、
利用が限定的にならざるを得ない状況にあった。引き続き、本事業を
通して、感染拡大防止と社会経済活動の段階的な再開を行いながら、
新型コロナウイルスを取り巻く社会環境の変化等を注視しながら、効
果的な事業実施を進めていく必要がある。
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⑵地域クーポンの ⑵地域クーポンの
発行による地域経 発行による地域経
済 の 活 性 化 を 図 済の活性化を図っ
る。 た。

⑶キャンペーン実 ⑶キャンペーン実
施・運営等 施・運営等

３ 事業の効果 /課題
⑴ GoToおきなわキャンペーン事業
効 果： 国が定める全国旅行支援の開始日から「おきなわ彩発見キャンペーン

ＮＥＸＴを切れ目なく実施した結果、令和５年１月を除き、キャンペー
ンを開始した令和４年 10月以降の国内入域観光客数は、コロナ前の令和
元年の同月を上回るなど、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響
を受けた本県観光の回復を大きく後押することができた。

<利用実績 >
○第１期： R4.10.11～ 12.27
・利用人泊数： 275.7万人
・割引適用額： 234億円（旅行割引 :約 161億円、地域クーポン :約 73億円）
・事 業 効 果： 476億円以上
○第２期： R4.1.10～ 3.31
・利用人泊数： 231.7万人
・割引適用額： 112億円（旅行割引 :約 71億円、地域クーポン :約 41億円）
・事 業 効 果： 397億円以上
○ R4年度全体（第１期＋第２期）
・利用人泊数： 507.4万人
・割引適用額： 346億円（旅行割引 :約 232億円、地域クーポン :約 114億
円）

・事 業 効 果： 873億円以上

課 題： 新型コロナウイルス感染症の全国的な拡大により、全国旅行支援の開
始時期にかかる国の決定が、当初の７月前半から 10月前半へと大幅に遅
れたことにより、需要喚起策を実施する十分な期間を確保することがで
きなかった。また、全国旅行支援に関する開始日にかかる国の発表が直
前となったことから、当初想定していたよりもキャンペーンの利用率が
低い結果となった。今後は、割引訴求から、沖縄の魅力やコンテンツを
各顧客ターゲットに合わせて訴求していくことにより、全国旅行支援終
了後の旅行需要の反動減を軽減する事業展開を行っていく必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名： GoToおきなわキャンペーン事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和５年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けている観光関連事業者の支

援を行うため、宿泊・旅行割引に加え、観光施設・土産品等にて利用できる地域

クーポンを発行することにより、全国を対象とした観光需要・消費を喚起する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

GoToおき 37,656,554 １ GoToおきなわ 25,704,492 １ G o T oおきなわ 最終予算額

なわキャ キャンペーン事 キ ャ ン ペ ー ン 事 33,211,933

ンペーン 業 業（おきなわ彩
事業 発見キャンペー 執行率

ンＮＥＸＴ） 77.4％

<実施期間 > <実施期間 > 翌年度繰越額

国の定める期間 R4.10.11-R5.3.31 5,208,652

(R4.12.28から R5.
1.9は対象外 ) 不用額

2,298,789

<キャンペーン概要> <キャンペーン概要>

旅行割引率： 20% 【第１期】 ※ 左 記 決
割引上限額 R4.10.11～ 12.28 算 額 の ほ

8,000円 /人泊 旅行割引率： 40% か 「 地 域
地域クーポン上限 割引上限額 観 光 事 業

3,000円 /人泊 8,000円 /人泊 支 援 」 か
地域クーポン ら 7 4億 円
平日:3,000円/人泊 を 充 当 の
休日:1,000円/人泊 上 、 支 出

済
【第２期】

R5.1.11～ 3.31
旅行割引率： 20%
割引上限額
5,000円 /人泊

地域クーポン
平日:2,000円/人泊
休日:1,000円/人泊

⑴宿泊・旅行サー ⑴宿泊・旅行サー
ビスに対する割引 ビスに対する割引
による観光需要の による観光需要の
喚起を図る。 喚起を図った。
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⑵地域クーポンの ⑵地域クーポンの
発行による地域経 発行による地域経
済 の 活 性 化 を 図 済の活性化を図っ
る。 た。

⑶キャンペーン実 ⑶キャンペーン実
施・運営等 施・運営等

３ 事業の効果 /課題
⑴ GoToおきなわキャンペーン事業
効 果： 国が定める全国旅行支援の開始日から「おきなわ彩発見キャンペーン

ＮＥＸＴを切れ目なく実施した結果、令和５年１月を除き、キャンペー
ンを開始した令和４年 10月以降の国内入域観光客数は、コロナ前の令和
元年の同月を上回るなど、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響
を受けた本県観光の回復を大きく後押することができた。

<利用実績 >
○第１期： R4.10.11～ 12.27
・利用人泊数： 275.7万人
・割引適用額： 234億円（旅行割引 :約 161億円、地域クーポン :約 73億円）
・事 業 効 果： 476億円以上
○第２期： R4.1.10～ 3.31
・利用人泊数： 231.7万人
・割引適用額： 112億円（旅行割引 :約 71億円、地域クーポン :約 41億円）
・事 業 効 果： 397億円以上
○ R4年度全体（第１期＋第２期）
・利用人泊数： 507.4万人
・割引適用額： 346億円（旅行割引 :約 232億円、地域クーポン :約 114億
円）

・事 業 効 果： 873億円以上

課 題： 新型コロナウイルス感染症の全国的な拡大により、全国旅行支援の開
始時期にかかる国の決定が、当初の７月前半から 10月前半へと大幅に遅
れたことにより、需要喚起策を実施する十分な期間を確保することがで
きなかった。また、全国旅行支援に関する開始日にかかる国の発表が直
前となったことから、当初想定していたよりもキャンペーンの利用率が
低い結果となった。今後は、割引訴求から、沖縄の魅力やコンテンツを
各顧客ターゲットに合わせて訴求していくことにより、全国旅行支援終
了後の旅行需要の反動減を軽減する事業展開を行っていく必要がある。
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観光需要の年間平準化に関する万国津梁会議においては、①オフ期を
楽しめるコンテンツ開発の促進、②オフ期における需要獲得の機会損失
の低減、③季節性の異なる市場／コンテンツの戦略的な組み合わせ、④ D
MO機能の強化と自治体における部局横断型の連携体制の構築、⑤観光コ
ンテンツの分散化による時期と場所の平準化について提言がなされた。
関係部局での共有を図るほか、ターゲットマーケティングと効率的なプ
ロモーション等に取り組むことで、観光需要の年間需要平準化を推進し
ていく。
プラスチック問題に関する万国津梁会議においては、「新しいライフ

スタイルへの転換」として、環境教育・コミュニケーション、普及啓発、
「プラスチック資源循環社会に向けた取組」として、プラスチック製品
の使用削減、資源循環の取組、クリーン活動の推進、ポイ捨て・不法投
棄対策の強化、ブランディング、推進体制の構築、制度の導入と活用、
について提言がなされた。県民のライフスタイル転換に向けて、プラス
チック問題の普及啓発に係るイベントを実施するとともに、具体的な取
組や施策等への反映について検討を行う。
琉球文化ルネサンスに関する万国津梁会議においては、地域の歴史・

文化を次世代に継承することによる地域活性化、プラットフォームを活
用した本質的価値に触れる機会の創出、琉球文化の新たな価値（魅力）
の創出による域内経済循環の促進、提言を実現するための持続可能な仕
組みづくりについて提言がなされた。関係部局と連携の上、施策等への
反映について検討を進めていく。

課題： 各会議において報告された意見や提言を踏まえ、更なる政策の推進を
進めていく。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：自立型経済発展資源の創出

重点施策事業名：万国津梁会議（継続）

事 業 期 間：令和元年度～

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 交流推進課

１ 事業の目的・内容
沖縄 21世紀ビジョンの基本理念及び５つの将来像を実現し、新時代沖縄を構築

するため、有識者等の意見を聴取する「万国津梁会議」を設置する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

万国津梁 17,334 １ 万国津梁会議 18,722 １ 万国津梁会議 最終予算額

会議 18,732
沖縄 21世紀ビジ 令和４年度は４ 執行率

ョンの基本理念及 テーマ（稼ぐ力の 99.9％
び５つの将来像を 強化に向けた産業 不用額
実現し、新時代沖 DXの加速、観光需 10
縄 を 構 築 す る た 要の年間平準化、
め、有識者等の意 プ ラ ス チ ッ ク 問
見を聴取する「万 題、琉球文化ルネ
国津梁会議」を設 サンス）に関する
置する。 会議を設置した。

それぞれの会議
において、有識者
による議論がなさ
れ、知事に対して
提言がなされた。

３ 事業の効果 /課題
(1) 万国津梁会議
効果： 令和４年度は、知事が提示した４テーマ（稼ぐ力の強化に向けた産業 D

Xの加速、観光需要の年間平準化、プラスチック問題、琉球文化ルネサン
ス）において会議を設置し、それぞれ有識者による議論がなされ、知事
に対して提言がなされた。
稼ぐ力の強化に向けた産業 DXの加速に関する万国津梁会議においては、

県内での DXの理解向上、 DXへの着手支援、 DXを推進する人材の育成、そ
の他の必要な取組について提言がなされた。経営者向けセミナーの開催
や、動画による DX事例紹介等の取組を実施していく。
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観光需要の年間平準化に関する万国津梁会議においては、①オフ期を
楽しめるコンテンツ開発の促進、②オフ期における需要獲得の機会損失
の低減、③季節性の異なる市場／コンテンツの戦略的な組み合わせ、④ D
MO機能の強化と自治体における部局横断型の連携体制の構築、⑤観光コ
ンテンツの分散化による時期と場所の平準化について提言がなされた。
関係部局での共有を図るほか、ターゲットマーケティングと効率的なプ
ロモーション等に取り組むことで、観光需要の年間需要平準化を推進し
ていく。
プラスチック問題に関する万国津梁会議においては、「新しいライフ

スタイルへの転換」として、環境教育・コミュニケーション、普及啓発、
「プラスチック資源循環社会に向けた取組」として、プラスチック製品
の使用削減、資源循環の取組、クリーン活動の推進、ポイ捨て・不法投
棄対策の強化、ブランディング、推進体制の構築、制度の導入と活用、
について提言がなされた。県民のライフスタイル転換に向けて、プラス
チック問題の普及啓発に係るイベントを実施するとともに、具体的な取
組や施策等への反映について検討を行う。
琉球文化ルネサンスに関する万国津梁会議においては、地域の歴史・

文化を次世代に継承することによる地域活性化、プラットフォームを活
用した本質的価値に触れる機会の創出、琉球文化の新たな価値（魅力）
の創出による域内経済循環の促進、提言を実現するための持続可能な仕
組みづくりについて提言がなされた。関係部局と連携の上、施策等への
反映について検討を進めていく。

課題： 各会議において報告された意見や提言を踏まえ、更なる政策の推進を
進めていく。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名： DX観光客動態調査事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光政策課

１ 事業の目的・内容
携帯電話の GPSを利用して観光客の居住地、性別、年代などの属性別に行動歴の

調査分析を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

DX観光客 15,000 １ DX観光客動態 14,998 １ DX観光客動態 ☆
動態調査 調査事業 調査事業 最終予算額

事業 15,000
・沖縄県を訪れた ・沖縄県を訪れた 執行率
国内観光客の携帯 国内観光客の携帯 99.9％
電話の G P S位置情 電話の G P S位置情 不用額
報等を利用して、 報、 SNS・ Web検索 2
観光客が訪れた観 データ、購買デー
光地や観光ルート タを利用して、観
などの行動歴等を 光客が訪れた観光
属性別、季節毎に 地や観光ルートな
調査分析する。 どの行動歴等を属

性別、季節毎に調
査分析した。

３ 事業の効果 /課題
(1) DX観光客動態調査事業
効果： 観光客の行動歴等を調査分析することで旅行者の訪問場所や訪問時期、

地域間の相関関係、移動ルート等を把握し、ターゲットとなるペルソナ
（顧客像）を設定した。なお、調査分析結果については、レポートを作
成し公表した。

課題： 引き続き、観光客の行動歴等を調査分析し、ターゲットを明確にした
誘客プロモーションや観光ツアーの造成、観光コンテンツの開発などタ
ーゲットマーケティングの展開に繋げる必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：沖縄県観光振興基金積立事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光政策課

１ 事業の目的・内容
国際競争力の高い魅力ある観光地の形成を図るため、沖縄県観光振興基金を設

置する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県観 4,000,000 １ 沖縄県観光振 4,000,000 １ 沖縄県観光振 最終予算額

光振興基 興基金積立事業 興基金積立事業 4,000,000

金積立事 ・沖縄県観光振興 ・沖縄県観光振興 執行率
業 基金を設置し、 40 基金を設置し、 40 100％

億 円 を 積 み 立 て 億 円 を 積 み 立 て
る。 た。

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄県観光振興基金積立事業
効果： 基金を設置したことにより、国際競争力の高い魅力ある観光地の形成

を図るための取組を長期的、安定的に実施することが可能となった。
課題： 基金を活用した事業については、事業の選定や効果検証にあたり沖縄

県観光振興基金検討委員会の意見を聴取し、効果的な実施に努める必要
がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名： DX観光客動態調査事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光政策課

１ 事業の目的・内容
携帯電話の GPSを利用して観光客の居住地、性別、年代などの属性別に行動歴の

調査分析を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

DX観光客 15,000 １ DX観光客動態 14,998 １ DX観光客動態 ☆
動態調査 調査事業 調査事業 最終予算額

事業 15,000
・沖縄県を訪れた ・沖縄県を訪れた 執行率
国内観光客の携帯 国内観光客の携帯 99.9％
電話の G P S位置情 電話の G P S位置情 不用額
報等を利用して、 報、 SNS・ Web検索 2
観光客が訪れた観 データ、購買デー
光地や観光ルート タを利用して、観
などの行動歴等を 光客が訪れた観光
属性別、季節毎に 地や観光ルートな
調査分析する。 どの行動歴等を属

性別、季節毎に調
査分析した。

３ 事業の効果 /課題
(1) DX観光客動態調査事業
効果： 観光客の行動歴等を調査分析することで旅行者の訪問場所や訪問時期、

地域間の相関関係、移動ルート等を把握し、ターゲットとなるペルソナ
（顧客像）を設定した。なお、調査分析結果については、レポートを作
成し公表した。

課題： 引き続き、観光客の行動歴等を調査分析し、ターゲットを明確にした
誘客プロモーションや観光ツアーの造成、観光コンテンツの開発などタ
ーゲットマーケティングの展開に繋げる必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：国内需要安定化事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
国内観光客の安定的かつ継続的な確保を図るため、各種プロモーションの展

開、沖縄観光ブランド「 Be.Okinawa」の周知、及び国内富裕層向けプロモーシ
ョンを行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

国内需要 351,722 １ 国内需要安定 350,122 １ 国内需要安定 ☆
安定化事 化事業 化事業 最終予算額

業 351,722
執行率

⑴国内需要安定化 ⑴国内需要安定化 99.5％
事業 事業 不用額

1,600
74,545 ・ Webサイトや SNS 67,099 ・観光情報サイト

等の各メディアを 「おきなわ物語」
活用したメディア 等を活用した、メ
プロモーションを ディアプロモーシ
実施する。 ョンを実施した。

（ YouTube
284,969回再生、

S N S広告 2 2本、特
設サイトへの誘導
画像 22件）

25,127 ・航空会社や空港 18,362 ・就航地を中心と
等とのタイアップ した航空会社や空
プロモーションを 港等とのタイアッ
実施する。 ププロモーション

を実施した。（ 1 2
社）

4,545 ・沖縄観光関連の 3,166 ・沖縄観光の情報
テレビ番組等メデ を取り上げたテレ
ィア招聘を実施す ビ番組等メディア
る。 招聘を実施した。

（６件）

19,091 ・沖縄関連イベン 28,405 ・県外で開催され
トでイベントプロ た沖縄関連イベン
モーションを実施 トでイベントプロ
する。 モーションを実施

した。（ 22件）

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：コンタクトレス決済端末機導入整備事業（継続）

事 業 期 間：令和元年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
国内外の観光客が快適に過ごせる観光リゾート地を形成するには、 ITやデジタ

ルを活用し、観光客の利便性向上が求められることから、観光施設等におけるコ

ンタクトレス決済端末機の導入（離島を含む）の環境整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

コンタク 61,986 １ コンタクトレ 41,200 １ コンタクトレ ☆
トレス決 ス決済端末導入 ス決済端末機導 最終予算額

済端末機 整備事業 入整備事業 61,556
導入整備 執行率
事業 ・コンタクトレス ・ 5 5 0台のコンタ 66.9％

決済端末機の導入 クトレス決済端末 不用額
補助 機の導入を補助 20,356

・コンタクトレス ・県内普及率の把
決済の県内普及に 握、端末機導入事
係る実態調査、端 業者及び観光客へ
末機導入事業者及 の ア ン ケ ー ト 調
び観光客へのアン 査、成功事例集の
ケート調査、成功 作成、協議会 (２
事例集作成、協議 回 )
会開催等 (委託 )

３ 事業の効果 /課題
(1) コンタクトレス決済端末機導入整備事業
効果： 550台のコンタクトレス決済端末機の導入を補助することにより、県内

観光関連施設のキャシュレス化の推進に寄与することができた。
県内の観光関連事業者 (小規模事業者 )のコンタクトレス決済端末の普

及率調査を実施することにより、実態を把握することができた。

課題： 普及率調査の結果、普及率は 30.6%(無回答 15.1%を含まない )となって
いる一方、現金管理を好む事業者も一定数おり、導入希望のない事業者
に対しては、キャッシュレス化によるメリットを伝える等の取組により
普及促進を図る必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：国内需要安定化事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
国内観光客の安定的かつ継続的な確保を図るため、各種プロモーションの展

開、沖縄観光ブランド「 Be.Okinawa」の周知、及び国内富裕層向けプロモーシ
ョンを行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

国内需要 351,722 １ 国内需要安定 350,122 １ 国内需要安定 ☆
安定化事 化事業 化事業 最終予算額

業 351,722
執行率

⑴国内需要安定化 ⑴国内需要安定化 99.5％
事業 事業 不用額

1,600
74,545 ・ Webサイトや SNS 67,099 ・観光情報サイト

等の各メディアを 「おきなわ物語」
活用したメディア 等を活用した、メ
プロモーションを ディアプロモーシ
実施する。 ョンを実施した。

（ YouTube
284,969回再生、

S N S広告 2 2本、特
設サイトへの誘導
画像 22件）

25,127 ・航空会社や空港 18,362 ・就航地を中心と
等とのタイアップ した航空会社や空
プロモーションを 港等とのタイアッ
実施する。 ププロモーション

を実施した。（ 1 2
社）

4,545 ・沖縄観光関連の 3,166 ・沖縄観光の情報
テレビ番組等メデ を取り上げたテレ
ィア招聘を実施す ビ番組等メディア
る。 招聘を実施した。

（６件）

19,091 ・沖縄関連イベン 28,405 ・県外で開催され
トでイベントプロ た沖縄関連イベン
モーションを実施 トでイベントプロ
する。 モーションを実施

した。（ 22件）
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68,945 ⑷委託事業内にお 68,886 ⑷委託事業内にお
ける人件費、一般 ける人件費、一般
管理費及び消費税 管理費及び消費税
及び本庁事務費 及び本庁事務費

3,593 ⑸事務費 2,283 ⑸事務費

３ 事業の効果 /課題
(1) 国内需要安定化事業

効果： 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国内航空路線の減便や利用
率の低下により､国内旅客数は大幅に低下していたが、ワクチン接種
率の向上や各種行動規制の緩和による旅行需要の回復傾向を背景に需
要喚起策や各種プロモーションを実施し、旅客数が大幅に増加し、令
和４年度の入域観光客数は 677万 4,600人、国内客は 657万 4,500人とな
った。

課題： 新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた沖縄観光の早期回
復と発展を図るため、リピーター率の向上、新規需要の開拓、滞在日
数の増加、県内消費額の増大が重要であることから、国内市場におけ
るターゲットを明確にし、 Be.Okinawaを使用した沖縄観光のブランド
化を進め、積極的な誘客プロモーション等を展開する必要がある。

8,240 ・沖縄観光の情報 13,169 ・沖縄観光の情報
発信のための販促 発信のための販促
ツール作成する。 ツールとして観光

総合ガイドブック
等を作成した。
（ 80,000部）

4,545 奄美・沖縄世界自 9,542 奄美・沖縄世界自
然遺産を活用した 然遺産を活用した
プロモーションを プロモーションを
実施する。 実施した。

（鹿児島県との連
絡会議３回、ガイ
ドブック 10,000部
作成、
ポ ス タ ー 5 0 0枚 、
ノ ベ ル テ ィ 5 0 0個
作成、商談会３回、
旅行展出展１回）

9,091 ・効果的な情報発 5,160 ・旬の観光トピッ
信 の た め に W e b更 クを活用した情報
新・強化を実施す 発信を行うため、
る。 「おきなわ物語」

の随時更新・記事
発信を実施した。

115,944 ⑵国内ブランド戦 115,944 ⑵国内ブランド戦
略事業 略事業
・沖縄観光ブラン ・国内向けブラン
ド「 Be.Okinawa」 ドイメージ周知の
の 周 知 を 図 る た 素材を作成・発信
め、各種プロモー した。（ 3 0秒長編
シ ョ ン を 実 施 す 動画１本、 10秒短
る。 編動画 13本、全国

展開書店での大型
プロモーションイ
ベント２件、雑誌
で の 沖 縄 特 集 １
件）

18,106 ⑶国内富裕層向け 18,106 ⑶国内富裕層向け
プロモーション事 プロモーション事
業 業
・国内富裕層市場 ・国内富裕層市場
における沖縄の認 に向けたプロモー
知度向上と誘客に シ ョ ン を 実 施 し
繋げるためのプロ た。
モーションを実施 （富裕層向け雑誌
する。 に特集記事１件、

富裕層受入に係る
コンテンツ発掘・
販路拡大や、連携
強化のため県内観
光関連事業者ネッ
ト ワ ー ク 会 議 ４
回 )
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68,945 ⑷委託事業内にお 68,886 ⑷委託事業内にお
ける人件費、一般 ける人件費、一般
管理費及び消費税 管理費及び消費税
及び本庁事務費 及び本庁事務費

3,593 ⑸事務費 2,283 ⑸事務費

３ 事業の効果 /課題
(1) 国内需要安定化事業

効果： 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国内航空路線の減便や利用
率の低下により､国内旅客数は大幅に低下していたが、ワクチン接種
率の向上や各種行動規制の緩和による旅行需要の回復傾向を背景に需
要喚起策や各種プロモーションを実施し、旅客数が大幅に増加し、令
和４年度の入域観光客数は 677万 4,600人、国内客は 657万 4,500人とな
った。

課題： 新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた沖縄観光の早期回
復と発展を図るため、リピーター率の向上、新規需要の開拓、滞在日
数の増加、県内消費額の増大が重要であることから、国内市場におけ
るターゲットを明確にし、 Be.Okinawaを使用した沖縄観光のブランド
化を進め、積極的な誘客プロモーション等を展開する必要がある。
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・イベント出展等 ・ツーリズム EXPO
する。 ジャパン、 Resor

Tech EXPOに参加

11,371 ⑵沖縄県ワーケー 7,884 ⑵沖縄県ワーケー
ション連携促進事 ション連携促進事
業 業

・沖縄リーゾート ・沖縄リーゾート
ワーケーション推 ワーケーション推
進協議会の活動を 進協議会の活動を
支援する。 支援した。

480 ⑶事務費 454 ⑶事務費

３ 事業の効果 /課題
⑴ 沖縄ワーケーション促進事業
効果： ビジネスリーダー及び「 WeII-being」に興味がある県外企業に対し、

プロモーションを実施することで、沖縄でのワーケーションの認知度向
上に繋がった。

課題： 沖縄以外の自治体においても、ワーケーション誘致に取り組む自治体
があるため、アフターコロナを踏まえ、沖縄でのワーケーションを希望
する企業の課題に沿ったワーケーションの提案や沖縄の強みを活かした
ワーケーションを訴求することが必要である。

⑵ 沖縄ワーケーション連携促進事業
効果： 沖縄におけるワーケーションの情報集約・発信等を一元的に行うため、

県内におけるワーケーションが出来るホテルやコワーキング施設などを
情報発信する Webサイトを作成したほか、それぞれの施設等の課題等を協
議する部会を開催し、情報共有等を行った。

課題： 引き続き、県内におけるワーケーション施設等の情報集約・発信等を
行うとともに、協議会として誘客や受入等が出来るような体制を構築す
るほか、戻りつつあるインバウンドへの対応が必要である。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：沖縄ワーケーション促進事業（継続）

事 業 期 間：令和２年度～

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
⑴ 沖縄ワーケーション促進事業

国内観光客の増加、滞在日数の延伸及び来訪時期の平準化を図るため、「ウ
ェルネス」「 Well-being」などの社会ニーズをとらえ、ビジネスの感性を高め
る沖縄ウェルネスワーケーションをプロモーションコンセプトとし、ビジネス
リーダー及び「 WeII-being」に興味がある県外企業を戦略ターゲットとし、プ
ロモーションを行う。

⑵ 沖縄県ワーケーション連携促進事業
沖縄におけるワーケーションの情報集約・発信等を一元的に行うため、民間

団体等で構成される沖縄リゾートワーケーション推進協議会と連携した取組を
行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄ワー 60,226 １ 沖縄ワーケー 55,191 １ 沖縄ワーケー ☆
ケーショ ション促進事業 ション促進事業 最終予算額
ン促進事 59,088
業 執行率

93.4％
不用額
3,897

48,375 ⑴沖縄ワーケーシ 46,853 ⑴沖縄ワーケーシ
ョン促進事業 ョン促進事業

・沖縄でワーケー ・沖縄でワーケー
ションを体験して ションを体験して
もらうため、関係 もらうため、関係
者の招聘ツアーを 者の招聘ツアー（ 2
する。 0人）を実施した。

・沖縄でのワーケ ・沖縄でのワーケ
ーションの魅力を ーションの魅力を
発信する。 発信した。

・企業セミナーを ・日本経済新聞と
開催する。 連携し、企業セミ

ナーの開催するほ
か、日経チャンネ
ル に よ る 動 画 配
信、採録記事を掲
載した。
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・イベント出展等 ・ツーリズム EXPO
する。 ジャパン、 Resor

Tech EXPOに参加

11,371 ⑵沖縄県ワーケー 7,884 ⑵沖縄県ワーケー
ション連携促進事 ション連携促進事
業 業

・沖縄リーゾート ・沖縄リーゾート
ワーケーション推 ワーケーション推
進協議会の活動を 進協議会の活動を
支援する。 支援した。

480 ⑶事務費 454 ⑶事務費

３ 事業の効果 /課題
⑴ 沖縄ワーケーション促進事業
効果： ビジネスリーダー及び「 WeII-being」に興味がある県外企業に対し、

プロモーションを実施することで、沖縄でのワーケーションの認知度向
上に繋がった。

課題： 沖縄以外の自治体においても、ワーケーション誘致に取り組む自治体
があるため、アフターコロナを踏まえ、沖縄でのワーケーションを希望
する企業の課題に沿ったワーケーションの提案や沖縄の強みを活かした
ワーケーションを訴求することが必要である。

⑵ 沖縄ワーケーション連携促進事業
効果： 沖縄におけるワーケーションの情報集約・発信等を一元的に行うため、

県内におけるワーケーションが出来るホテルやコワーキング施設などを
情報発信する Webサイトを作成したほか、それぞれの施設等の課題等を協
議する部会を開催し、情報共有等を行った。

課題： 引き続き、県内におけるワーケーション施設等の情報集約・発信等を
行うとともに、協議会として誘客や受入等が出来るような体制を構築す
るほか、戻りつつあるインバウンドへの対応が必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：教育旅行推進強化事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
沖縄への修学旅行を安定的に確保するため、沖縄修学旅行プロモーションの実

施や実施予定校に対する事前・事後学習支援、商品造成の支援等を行う。また実
施時期分散化など受入体制整備に向けた取組を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

教育旅行 78,393 １ 教育旅行推進 77,241 １ 教育旅行推進 ☆
推進強化 強化事業 強化事業 最終予算額

事業 78,393
執行率
98.5％
不用額
1,152

15,715 ⑴沖縄修学旅行プ 19,918 ⑴沖縄修学旅行プ
ロモーション ロモーション
沖縄修学旅行の ・修学旅行相談会

魅力、学習効果等 等の実施（東京、
について情報を発 長野、静岡等で計
信 ７回開催）

・修学旅行関係者
向けモニターツア
ーの実施（計３回
開催）

12,062 ⑵事前・事後学習 12,989 ⑵事前・事後学習
支援 支援
沖縄への修学旅 沖縄への修学旅

行実施校の要望に 行を実施する学校
応じ、事前・事後 のうち、事前・事
学習支援を実施 後学習の支援を希

望 す る 学 校 に 対
し、アドバイザー
派遣等を実施（ア
ドバイザー派遣件
数： 119件）

8,195 ⑶修学旅行模擬体 2,009 ⑶修学旅行模擬体
験提供 験提供
沖縄修学旅行未 沖縄修学旅行未

実施の学校に対し 実施校に対しモニ

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：観光地マネジメントの促進（継続）

事 業 期 間：平成 30年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
観光地マネジメントの一環として、観光客の訪問先の分散化・平準化を図るた
め、昨年度実施した調査結果を基に、課題解決に向けた調査及び分析を行うとと
もに具体的な取組手法を構築する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

観光地マ 6,440 １ エコツーリズ 6,340 １ エコツーリズ
ネジメン ム推進プラット ム推進プラット 最終予算額

トの促進 フォーム事業 フォーム事業 6,440
執行率

・特定の観光施設 ・混雑が発生して 98.4％
の混雑状況を詳細 いる特定の観光施 不用額
に分析し、課題解 設にてヒヤリング 100
決に向けた手法を 調査及びタイムラ
構築する。 プスカメラによる

動 態 調 査 を 行 っ
た。

・各旅行業者及び ・各旅行業者及び
ランドオペレータ ランドオペレータ
ーの旅程重複解消 ーの旅程重複解消
に向けた具体的な に向けて５事業者
取組手法を構築す にヒヤリング調査
る。 を行った。

・クルーズ船寄港 ・クルーズ船寄港
時に発生する周辺 時の混雑状況を把
道路混雑の分析を 握するため、事業
行い、混雑解消に 者へのヒヤリング
向けた解決策を構 調査とクルーズタ
築する。 ーミナル出入り交

通調査を行った。

××３ 事業の効果 /課題
(1) エコツーリズム推進プラットフォーム事業
効果： 持続可能な観光の推進のため、持続可能な観光の課題や取組等につい

て調査し、市町村の観光地マネジメントの基礎となる情報の整理を行っ
た。

課題： 地域住民・観光客・事業者・自然環境等のバランスが取れた持続可能
な観光を推進する上では、データに基づいた観光地マネジメントの必要
がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：教育旅行推進強化事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
沖縄への修学旅行を安定的に確保するため、沖縄修学旅行プロモーションの実

施や実施予定校に対する事前・事後学習支援、商品造成の支援等を行う。また実
施時期分散化など受入体制整備に向けた取組を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

教育旅行 78,393 １ 教育旅行推進 77,241 １ 教育旅行推進 ☆
推進強化 強化事業 強化事業 最終予算額

事業 78,393
執行率
98.5％
不用額
1,152

15,715 ⑴沖縄修学旅行プ 19,918 ⑴沖縄修学旅行プ
ロモーション ロモーション
沖縄修学旅行の ・修学旅行相談会

魅力、学習効果等 等の実施（東京、
について情報を発 長野、静岡等で計
信 ７回開催）

・修学旅行関係者
向けモニターツア
ーの実施（計３回
開催）

12,062 ⑵事前・事後学習 12,989 ⑵事前・事後学習
支援 支援
沖縄への修学旅 沖縄への修学旅

行実施校の要望に 行を実施する学校
応じ、事前・事後 のうち、事前・事
学習支援を実施 後学習の支援を希

望 す る 学 校 に 対
し、アドバイザー
派遣等を実施（ア
ドバイザー派遣件
数： 119件）

8,195 ⑶修学旅行模擬体 2,009 ⑶修学旅行模擬体
験提供 験提供
沖縄修学旅行未 沖縄修学旅行未

実施の学校に対し 実施校に対しモニ
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：マリンレジャー魅力向上促進事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
事業者の魅力を高めるとともに、観光客へ情報発信をすることで、観光客の満
足いく事業者選びやレスポンシブルツーリズムへの参画に資することで、事業者
支援と観光客の満足度向上に繋げる。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

マリンレ 8,152 １ マリンレジャ 7,742 １ マリンレジャ ☆
ジャー魅 ー魅力向上促進 ー魅力向上促進 最終予算額

力向上促 事業 事業 8,152
進事業 執行率

・マリンレジャー ・県外から来た観 95.0％
を体験する観光客 光客で沖縄県のマ 不用額
について、求める リンレジャーを利 410
ニーズや事業者選 用した方を対象に
びのポイント、情 満足度等を測るア
報収集方法等の市 ンケート調査を行
場調査を行う。 った。

・マリンレジャー ・安全安心や環境
事業者を対象とし に配慮したマリン
たセミナー及び持 レジャーをテーマ
続可能な取組みに にマリンレジャー
繋がるよう意識啓 事業者を対象とし
発を行う。 たセミナーを年間

３回実施した。

・観光客による安 ・マリンレジャー
全安心や質の高い アクティブ層へダ
サービス等の選定 イビング雑誌等を
やレスポンシブル 活用したプロモー
ツーリズムへの参 シ ョ ン を 実 施 し
画に繋がるプロモ た。
ーションの実施。

××３ 事業の効果 /課題
(1) マリンレジャー魅力向上促進事業
効果： マリンレジャー事業者の質の向上と観光客の環境へ配慮した取組を促

すため、ダイビング雑誌やセミナー等を通じて、周知啓発を行った。
課題： 沖縄県のマリンレジャー事業者の多くは、従業員３名以下の小規模事

業者が多く、サービスの質の向上のための取組や情報発信に関するノウ
ハウが少ない状況にあることから、質の高いサービスの提供に繋がるよ
う、取組を促していく必要がある。

沖縄修学旅行の模 ターツアーを実施
擬体験を提供 （実施件数： 10件、

参加人数： 27名）

1,500 ⑷沖縄修学旅行商 1,561 ⑷沖縄修学旅行商
品造成支援 品造成支援
商品造成の支援 県外教育旅行関

とビジネスマッチ 係者が求めている
ングの機会を提供 修学旅行商品のニ

ーズ及び県内受入
事業者の修学旅行
提供商品に関する
実態調査を実施

1,500 ⑸受入体制整備支 1,556 ⑸受入体制整備支
援 援
受入体制の整備 平和学習に関す

に向けた取組を実 る受入体制につい
施 て実態調査を実施

854 ⑹沖縄修学旅行推 656 ⑹沖縄修学旅行推
進協議会の開催 進協議会の開催
沖縄修学旅行の 協議会及び５つ

誘致促進に向けた の分科会（宿泊機
効果的なプロモー 能、商品造成 PR、
ションと受入体制 教育旅行民泊、平
の整備に向けて、 和学習、輸送機能）
関係者が課題の共 において課題等の
有と解決策を協議 共有及び協議を実
する場を提供 施（協議会１回、

各分科会２～３回
開催）

1,610 ⑺海外教育旅行誘 1,219 ⑺海外教育旅行誘
致活動 致活動
海外向けプロモ ・オンラインによ

ーションやセミナ る商談会や展示会
ー等を実施 等に参加（計３回）

・台湾教育旅行関
係者向け招聘事業
を実施（１件）

36,957 ⑻事務費、直接人 37,333 ⑻事務費、直接人
件費等 件費費等

３ 事業の効果 /課題
(1) 教育旅行推進強化事業
効果： 少子化の進行による生徒数の減少や、新幹線の新規開業による国内他

地域との競合等、外部環境が厳しさを増す中、プロモーションや課題解
決等に対する取組を継続することが、沖縄修学旅行の安定的かつ長期的
な需要確保に効果があると考えている。

課題： 事前・事後学習提供プログラムの拡充や模擬体験提供を通して、海外
や国内他地域からの方面変更需要に対応し、新規需要の獲得を図る。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：マリンレジャー魅力向上促進事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
事業者の魅力を高めるとともに、観光客へ情報発信をすることで、観光客の満
足いく事業者選びやレスポンシブルツーリズムへの参画に資することで、事業者
支援と観光客の満足度向上に繋げる。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

マリンレ 8,152 １ マリンレジャ 7,742 １ マリンレジャ ☆
ジャー魅 ー魅力向上促進 ー魅力向上促進 最終予算額

力向上促 事業 事業 8,152
進事業 執行率

・マリンレジャー ・県外から来た観 95.0％
を体験する観光客 光客で沖縄県のマ 不用額
について、求める リンレジャーを利 410
ニーズや事業者選 用した方を対象に
びのポイント、情 満足度等を測るア
報収集方法等の市 ンケート調査を行
場調査を行う。 った。

・マリンレジャー ・安全安心や環境
事業者を対象とし に配慮したマリン
たセミナー及び持 レジャーをテーマ
続可能な取組みに にマリンレジャー
繋がるよう意識啓 事業者を対象とし
発を行う。 たセミナーを年間

３回実施した。

・観光客による安 ・マリンレジャー
全安心や質の高い アクティブ層へダ
サービス等の選定 イビング雑誌等を
やレスポンシブル 活用したプロモー
ツーリズムへの参 シ ョ ン を 実 施 し
画に繋がるプロモ た。
ーションの実施。

××３ 事業の効果 /課題
(1) マリンレジャー魅力向上促進事業
効果： マリンレジャー事業者の質の向上と観光客の環境へ配慮した取組を促

すため、ダイビング雑誌やセミナー等を通じて、周知啓発を行った。
課題： 沖縄県のマリンレジャー事業者の多くは、従業員３名以下の小規模事

業者が多く、サービスの質の向上のための取組や情報発信に関するノウ
ハウが少ない状況にあることから、質の高いサービスの提供に繋がるよ
う、取組を促していく必要がある。
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等において離島魅
力 の P Rを 実 施 し
た。
（プロモーション
実施数：計 38件）

25,502 ⑷事務費、直接人 26,037 ⑷事務費、直接人
件費等 件費等

３ 事業の効果 /課題
(1) 離島観光活性化促進事業
効果： 離島への観光客誘致を促進するため、離島へのチャーター便及び定期

便の就航促進や離島観光プロモーション、離島観光基盤強化等を実施。
観光客を本島のみならず離島へ周遊させることにより、滞在日数の延

伸促進及び一人あたりの観光消費額の増加に繋げる。
課題： 航空会社との連携プロモーションやメディア等を活用したプロモーシ

ョンを強化することにより、さらなる離島観光誘客促進を図る必要があ
る。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：離島観光活性化促進事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
離島への観光客誘致を促進するため、離島へのチャーター便支援、離島観光プ

ロモーション、離島観光基盤強化（主要離島地域の観光協会が主体となった地域

プロモーション）等を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

離島観光 124,263 １ 離島観光活性 122,637 １ 離島観光活性 ☆
活性化促 化促進事業 化促進事業 最終予算額

進事業 124,263
執行率
98.7％
不用額
1,626

4,800 ⑴離島航空路開設 1,025 ⑴離島航空路開設
・チャーター便支 ・チャーター便支
援 援

実施件数： 10件

30,961 ⑵離島観光プロモ 33,952 ⑵離島観光プロモ
ーション ーション
離島観光の全般 W E Bや新聞、テ

的な魅力の発信や レビ等各種媒体を
航空会社と連携し 活用し、多方面か
た離島情報のプロ ら離島路線の認知
モーション等 度向上及び旅行先

としての魅力を訴
求し、離島への来
訪促進を図った
（ W e bサイト「沖
縄しまさんぽ」 PV
数： 365,377）

63,000 ⑶離島観光基盤強 61,623 ⑶離島観光基盤強
化 化
主 要 離 島 地 域 八重山・宮古・

（八重山・宮古・ 久米島観光協会が
久米島）観光協会 主体となり、離島
が主体となった地 観光の旬な情報発
域プロモーション 信、県外イベント
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等において離島魅
力 の P Rを 実 施 し
た。
（プロモーション
実施数：計 38件）

25,502 ⑷事務費、直接人 26,037 ⑷事務費、直接人
件費等 件費等

３ 事業の効果 /課題
(1) 離島観光活性化促進事業
効果： 離島への観光客誘致を促進するため、離島へのチャーター便及び定期

便の就航促進や離島観光プロモーション、離島観光基盤強化等を実施。
観光客を本島のみならず離島へ周遊させることにより、滞在日数の延

伸促進及び一人あたりの観光消費額の増加に繋げる。
課題： 航空会社との連携プロモーションやメディア等を活用したプロモーシ

ョンを強化することにより、さらなる離島観光誘客促進を図る必要があ
る。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：沖縄観光グローバル事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
国際観光地沖縄の基礎的需要の創出を図るため、航空路線の誘致・拡充や

Be.Okinawaブランドイメージの浸透、東アジア及び欧米豪市場等や富裕層へ
の各種プロモーションを実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄観光 333,912 １ 沖縄観光グロ 373,799 １ 沖縄観光グロ ☆
グローバ ーバル事業 ーバル事業 最終予算額

ル事業 383,955
執行率
97.4％
不用額
10,156

2,072 ⑴海外路線誘致活 4,546 ⑴海外路線誘致活
動強化事業 動強化事業
・路線誘致のため ・中長期的な路線
の航空会社との接 誘致に向けて航空
触、交渉、キーパ 商談会に２回参加
ーソン招聘の事業 し、 20社と商談し
を実施する た。

・国際線の復便に
向けて県海外事務
所と連携して航空
会社への働きかけ
を行った。

900 ⑵国際チャーター 0 ⑵国際チャーター
便包括支援事業 便包括支援事業
・路線誘致の第一 ・新型コロナウイ
歩となるチャータ ルス感染症の影響
ー便の実施に際し による入国制限措
ての支援を実施す 置により、チャー
る。 ター便の支援依頼

がなかったため実
施することができ
なかった。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：沖縄観光コンテンツ開発支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 30年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
沖縄の特色ある地域資源を生かした観光コンテンツの開発を支援し、観光消費

額向上及び滞在日数延伸を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄観光 121,187 １ 沖縄観光コン 105,607 １ 沖縄観光コン ☆
コンテン テンツ開発支援 テンツ開発支援 最終予算額

ツ開発支 事業 事業 121,187
援事業 執行率

・沖縄の観光資源 ・沖縄の観光資源 87.1％
（自然、文化、歴 （自然、文化、歴 不用額
史等）を活用した 史等）を活用した 15,580
多彩で質の高い観 多彩で質の高い観
光コンテンツ開発 光コンテンツ開発
に取り組む民間事 に取り組む民間事
業者等に対し、支 業者等に対し、支
援を行う。 援を行った。

（支援件数： 15件）

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄観光コンテンツ開発支援事業
効果： 沖縄の地域資源を活用した多彩で質の高い観光コンテンツ開発を支援

したことにより、観光消費額の向上や滞在日数の延伸に寄与した。
課題： 世界から選ばれる持続可能な観光地形成に向けて、引き続き、沖縄の

ソフトパワーを生かしたツーリズムを推進する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：沖縄観光グローバル事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
国際観光地沖縄の基礎的需要の創出を図るため、航空路線の誘致・拡充や

Be.Okinawaブランドイメージの浸透、東アジア及び欧米豪市場等や富裕層へ
の各種プロモーションを実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄観光 333,912 １ 沖縄観光グロ 373,799 １ 沖縄観光グロ ☆
グローバ ーバル事業 ーバル事業 最終予算額

ル事業 383,955
執行率
97.4％
不用額
10,156

2,072 ⑴海外路線誘致活 4,546 ⑴海外路線誘致活
動強化事業 動強化事業
・路線誘致のため ・中長期的な路線
の航空会社との接 誘致に向けて航空
触、交渉、キーパ 商談会に２回参加
ーソン招聘の事業 し、 20社と商談し
を実施する た。

・国際線の復便に
向けて県海外事務
所と連携して航空
会社への働きかけ
を行った。

900 ⑵国際チャーター 0 ⑵国際チャーター
便包括支援事業 便包括支援事業
・路線誘致の第一 ・新型コロナウイ
歩となるチャータ ルス感染症の影響
ー便の実施に際し による入国制限措
ての支援を実施す 置により、チャー
る。 ター便の支援依頼

がなかったため実
施することができ
なかった。
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53,372 ⑺海外重点市場誘 41,570 ⑺海外重点市場誘
致強化事業 致強化事業
・重点市場（台湾、 ・重点市場（台湾、
香港、中国本土、 香港、中国本土、
韓国）において、 韓国）において、
現地関係機関と連 旅行博・現地イベ
携し、各市場特性 ント５件、商談会
を踏まえたプロモ ２件、旅行社メデ
ーション活動を展 ィア招聘 26名、タ
開し、誘客を図る。 イアッププロモー

ション 10件実施し
た。

53,209 ⑻沖縄観光ブラン 53,209 ⑻沖縄観光ブラン
ド戦略推進事業 ド戦略推進事業
・沖縄観光の国際 ・ Be.Okinawaブラ
的なブランドを向 ンドイメージの浸
上させるため、海 透を図るための動
外市場に向けて効 画４件制作、イン
果的にブランド広 フルエンサ－を活
告を発信し、沖縄 用したブランドイ
観光ブランドイメ メージ拡散のプロ
ー ジ の 浸 透 を 図 モーション１件実
る。 施した。

40,210 ⑼海外コンテンツ 44,726 ⑼海外コンテンツ
マーケティング事 マーケティング事
業 業
・多言語による SN ・ WEBサイト、 Ins
Sでの情報発信の tagram、facebook、
他、多言語観光情 Weibo、 WeChatに
報サイトの更新及 て、英語、繁体字、
び企業等が活用す 簡体字、タイ語で
る静止画、動画情 の情報発信を実施
報の更新を行う。 し た 。（ S N S記 事

投稿数 672件、 WEB
コンテンツ制作 13
件）

5,700 ⑽沖縄国際観光イ 0 ⑽沖縄国際観光イ
ノベーション事業 ノベーション事業
・海外市場におけ ・新型コロナウイ
るキックオフプロ ルス感染症の影響
ジェクト及び国際 により実施を見送
旅客ハブの構築を った。
目指し、航空会社
等との連携プロモ
ーションを実施す
る。

1,330 ⑶定期便就航促進 0 ⑶定期便就航促進
・活性化支援事業 ・活性化支援事業
・新規路線の就航 ・新型コロナウイ
を促すため、航空 ルス感染症の影響
会社に対する就航 による入国制限措
初期の支援を実施 置により、対象市
する。 場からの定期便の

新規就航がなかっ
たため、支援を実
施することができ
なかった。

13,200 ⑷沖縄国際航空路 67,013 ⑷沖縄国際航空路
線リバイバル事業 線リバイバル事業
・長期間運休とな ・那覇路線の運航
っている既存路線 を再開した航空会
の運航を再開させ 社 10社に対して、
る 航 空 会 社 に 対 運航再開のインセ
し、復便初期の路 ンティブとしての
線の安定化のため 支援を実施した。
に一定期間支援を
行う。

324 ⑸海外潜在市場活 0 ⑸海外潜在市場活
性化事業 性化事業
・潜在市場（イン ・新型コロナウイ
ド、中東、北欧） ルス感染症の影響
において、現地関 により未開拓の市
係機関と連携し、 場である潜在市場
各市場特性を踏ま での取組を行うこ
えたプロモーショ とが困難だったた
ン活動を展開し、 め、実施を見送っ
誘客を図る。 た。

48,541 ⑹海外新規市場開 46,665 ⑹海外新規市場開
拓事業 拓事業
・ 戦 略 開 拓 市 場 ・ 戦 略 開 拓 市 場
（タイ、シンガポ （タイ、シンガポ
ール、マレーシア ール、マレーシア
等）、新規開拓市 等）、新規開拓市
場（欧州、北米、 場（欧州、北米、
豪州）において、 豪州）において、
現地関係機関と連 旅行博 12件、セミ
携し、各市場特性 ナ ー ・ 商 談 会 3 0
を踏まえたプロモ 件、旅行社メディ
ーション活動を展 ア招聘５件、プレ
開し、誘客を図る。 スリリース 47件、

市場プロモーショ
ン等を 21件実施し
た。



－ 319 －

53,372 ⑺海外重点市場誘 41,570 ⑺海外重点市場誘
致強化事業 致強化事業
・重点市場（台湾、 ・重点市場（台湾、
香港、中国本土、 香港、中国本土、
韓国）において、 韓国）において、
現地関係機関と連 旅行博・現地イベ
携し、各市場特性 ント５件、商談会
を踏まえたプロモ ２件、旅行社メデ
ーション活動を展 ィア招聘 26名、タ
開し、誘客を図る。 イアッププロモー

ション 10件実施し
た。

53,209 ⑻沖縄観光ブラン 53,209 ⑻沖縄観光ブラン
ド戦略推進事業 ド戦略推進事業
・沖縄観光の国際 ・ Be.Okinawaブラ
的なブランドを向 ンドイメージの浸
上させるため、海 透を図るための動
外市場に向けて効 画４件制作、イン
果的にブランド広 フルエンサ－を活
告を発信し、沖縄 用したブランドイ
観光ブランドイメ メージ拡散のプロ
ー ジ の 浸 透 を 図 モーション１件実
る。 施した。

40,210 ⑼海外コンテンツ 44,726 ⑼海外コンテンツ
マーケティング事 マーケティング事
業 業
・多言語による SN ・ WEBサイト、 Ins
Sでの情報発信の tagram、facebook、
他、多言語観光情 Weibo、 WeChatに
報サイトの更新及 て、英語、繁体字、
び企業等が活用す 簡体字、タイ語で
る静止画、動画情 の情報発信を実施
報の更新を行う。 し た 。（ S N S記 事

投稿数 672件、 WEB
コンテンツ制作 13
件）

5,700 ⑽沖縄国際観光イ 0 ⑽沖縄国際観光イ
ノベーション事業 ノベーション事業
・海外市場におけ ・新型コロナウイ
るキックオフプロ ルス感染症の影響
ジェクト及び国際 により実施を見送
旅客ハブの構築を った。
目指し、航空会社
等との連携プロモ
ーションを実施す
る。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：観光２次交通機能強化事業（継続）

事 業 期 間：平成 29年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容

観光客の県内移動の利便性向上を図るため、公共交通のコンタクトレス決済端

末導入に係る実証実験等、観光２次交通の機能強化に関する取組を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

観光２次 28,834 １ 観光２次交通 28,821 １ 観光２次交通 ☆
交通機能 機能強化事業 機能強化事業 最終予算額
強化事業 28,834

・那覇空港を発着 ・那覇空港を発着 執行率
する観光客が利用 する観光客が利用 99.9％
する路線バスを対 する路線バス（３ 不用額
象にコンタクトレ 社 14路線）を対象 13
ス決済端末普及に にコンタクトレス
向けた実証実験を 決済端末普及に向
実施する。 けた実証実験を実

施し、 63,803件の
利用があった。

３ 事業の効果 /課題
⑴ 観光２次交通機能強化事業
効果： 新しい生活様式への対応及び観光客の公共交通の利用促進・利便性向

上のため、コンタクトレス決済（非接触型決済）の導入に係る実証実験
を実施した。
令和４年度においては、レンタカー不足の影響に伴い、路線バス等の

公共交通の需要が高まる中で、コンタクトレス決済（非接触型決済）の
実証実験を行うことで、多くの利用があり、導入に向けた課題等の整理
を行うことが出来た。

課題： コンタクトレス決済の普及については、国内に比べ、海外での普及が
高いことから、今後、戻りつつある海外からの観光客に対し、公共交通
の利用促進・利便性向上のため、引き続き、民間事業者と連携し、端末
の導入を促進する必要がある。

24,517 ⑾海外富裕層向け 24,517 ⑾海外富裕層向け
プロモーション事 プロモーション事
業 業
・海外富裕層に特 ・海外富裕層市場
化したプロモーシ に特化したフラン
ョンの実施と富裕 スの商談会に出展
層専門のエージェ し、県内事業者と
ントと県内事業者 ともに新規開拓市
のマッチング機会 場の富裕層をター
の創出を図る。 ゲットに沖縄のデ

スティネーション
PRを行った。また、
富裕層専門の国内
及び海外のエージ
ェント各２社と連
携し高付加価値な
旅行商品を造成し
た。

83,087 ⑿委託事業内にお 87,783 ⑿委託事業内にお
ける人件費、一般 ける人件費、一般
管理費及び消費税 管理費及び消費税

7,450 ⒀事務費 3,770 ⒀事務費

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄観光グローバル事業
効果： 国の動向等も踏まえ、県は、令和４年５月 25日に厚生労働大臣、国土

交通大臣及び沖縄担当大臣に那覇空港国際線の再開について要請を行
い、那覇空港国際線は６月末までに国による検疫体制等の整備が完了し
た。また、国際線の路線再開を促進するため、運航を再開した航空会社
に対してグランドハンドリング費用等の支援を行った結果、令和４年度
末時点における那覇空港国際線の運航状況は、３路線（台北、香港、仁
川）、 12社運航、週間便数 89便となった。
また、令和４年度の外国人観光客数は 20万 100人であり、３年ぶりに

皆増となった。

課題： 運休となっている国際線の路線回復に向けて、引き続き関係機関と連
携して働きかけを行う。
また、外国人観光客の沖縄観光の需要取り込みを図るために各市場に

おいて戦略的なプロモーションを実施し、経由便を活用した欧米等の長
期滞在型リゾート需要の獲得や観光客の滞在日数の延伸に向けた取組を
行う必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：観光２次交通機能強化事業（継続）

事 業 期 間：平成 29年度～令和４年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容

観光客の県内移動の利便性向上を図るため、公共交通のコンタクトレス決済端

末導入に係る実証実験等、観光２次交通の機能強化に関する取組を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

観光２次 28,834 １ 観光２次交通 28,821 １ 観光２次交通 ☆
交通機能 機能強化事業 機能強化事業 最終予算額
強化事業 28,834

・那覇空港を発着 ・那覇空港を発着 執行率
する観光客が利用 する観光客が利用 99.9％
する路線バスを対 する路線バス（３ 不用額
象にコンタクトレ 社 14路線）を対象 13
ス決済端末普及に にコンタクトレス
向けた実証実験を 決済端末普及に向
実施する。 けた実証実験を実

施し、 63,803件の
利用があった。

３ 事業の効果 /課題
⑴ 観光２次交通機能強化事業
効果： 新しい生活様式への対応及び観光客の公共交通の利用促進・利便性向

上のため、コンタクトレス決済（非接触型決済）の導入に係る実証実験
を実施した。
令和４年度においては、レンタカー不足の影響に伴い、路線バス等の

公共交通の需要が高まる中で、コンタクトレス決済（非接触型決済）の
実証実験を行うことで、多くの利用があり、導入に向けた課題等の整理
を行うことが出来た。

課題： コンタクトレス決済の普及については、国内に比べ、海外での普及が
高いことから、今後、戻りつつある海外からの観光客に対し、公共交通
の利用促進・利便性向上のため、引き続き、民間事業者と連携し、端末
の導入を促進する必要がある。
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を行った。

３ 事業の効果 /課題
(1) 観光危機管理体制構築支援事業
効果： 観光危機管理計画に関する勉強会や市町村向けの策定支援等により、

令和４年度末計画策定市町村数は、 17市町村となっていることから、着
実に増加している状況である。

課題： 観光危機管理計画を策定している市町村が 17市町村と、半分以下とな
っていることから、引き続き、策定に向けた支援を行うとともに、セミ
ナーや図上訓練を実施することで、県全体の観光危機に対する意識啓発
に努めていく必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：観光危機管理体制構築支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
世界水準の観光リゾート地としての安全・安心を確保するため、国、市町村、

OCVB、地域観光協会、観光業界等と連携して、観光危機管理に関する先導的な取
組を実施し、県内各地に波及、拡大を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

観光危機 20,590 １ 観光危機管理 20,203 １ 観光危機管理 ☆
管理体制 体制構築支援事 体制構築支援事 最終予算額

構築支援 業 業 20,615
事業 執行率

・観光危機管理計 ・観光危機管理計 98.0％
画の周知 画の周知のため、 不用額

オンライン勉強会 412
を開催。市町村・
観光協会、ホテル
等観光業界関係者
等が 74名参加

・市町村の観光危 ・市町村の観光危
機管理計画策定支 機管理計画策定支
援を実施する。 援のため、２町村

を対象にオンライ
ン勉強会を開催。

・災害・危機時に ・災害・危機時に
おける、計画の検 おける、計画の検
証、関係機関相互 証、関係機関相互
の連携強化等を図 の連携強化等を図
ることを目的に、 ることを目的に、
観光危機管理の図 観光危機管理図上
上 訓 練 を 実 施 す 訓練を実施し、 33
る。 機関、 1 1 2名が参

加した。

・海外向けの情報 ・海外向けの情報
発信文等の翻訳及 発信文等の翻訳及
び情報発信 び 情 報 発 信 と し

て、国際線の再開
時に、体調不良時
の相談フロー図を
多言語で制作し、
W E B等で情報発信



－ 323 －

を行った。

３ 事業の効果 /課題
(1) 観光危機管理体制構築支援事業
効果： 観光危機管理計画に関する勉強会や市町村向けの策定支援等により、

令和４年度末計画策定市町村数は、 17市町村となっていることから、着
実に増加している状況である。

課題： 観光危機管理計画を策定している市町村が 17市町村と、半分以下とな
っていることから、引き続き、策定に向けた支援を行うとともに、セミ
ナーや図上訓練を実施することで、県全体の観光危機に対する意識啓発
に努めていく必要がある。
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となっているため、人材の確保および定着に向け、重点的に取り組む必
要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：観光人材育成・確保促進事業（継続）

事 業 期 間：平成 30年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 観光振興課

１ 事業の目的・内容
世界から選ばれる持続可能な観光地として沖縄県の観光客受入体制を強化する

ため、国内外の観光客が安心・満足する質の高いサービスを提供できる観光人材

の育成・確保を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

観光人材 69,562 １ 観光人材育成・ 65,471 １ 観光人材育成・ ☆
育成・確 確保促進事業 確保促進事業 最終予算額

保促進事 69,562
業 ⑴観光関連事業者 ⑴観光関連事業者が 執行率

が共通に抱える課 共通に抱える課題に 94.1％
題に取り組むため 取り組むため集合型 不用額
集合型研修等を開 研修等を開催し 1 7 4 4,091
催 す る （ 1 0 0事 業 事業者が参加した。
者）。

⑵オンラインセミ ⑵オンラインセミナ
ナー動画を配信す ーの動画を 25コンテ
る。（ 20動画） ンツ配信した。

⑶インターンシッ ⑶ 観 光 関 連 団 体 へ
プの受入を促進す 「インターンシップ
るため、令和３年 受入ガイドライン」
度に作成したガイ を 配 布 す る と と も
ドンの周知および に、受入実績のある
活用促進を図る。 企業および学生のイ

ンタビュー動画を制
作・配信し、インタ
ーンシップの実施促
進を図った。

３ 事業の効果 /課題
(1) 観光人材育成・確保促進事業
効果： 集合型研修及びオンラインセミナー満足度 約 93％

（集合型研修の受講者及びオンラインセミナー閲覧者にアンケートを実
施し、効果を検証した）
また、集合型研修において 174事業者が参加しており、観光客が満足

する高いサービスを提供できる人材の確保に寄与している。
課題： 観光産業はコロナ禍における離職と需要の回復に伴い、人手不足が課題
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となっているため、人材の確保および定着に向け、重点的に取り組む必
要がある。
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要である。観光客の沖縄の芸能に対する認知度や理解度を高めるため、
引き続き、支援を行う必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップ支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和８年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 文化振興課

１ 事業の目的・内容
沖縄特有の文化資源を活用した新たな観光メニューを確立させるため、文化コ

ンテンツを含む旅行商品造成プログラムモデルを構築するとともに、観光客の沖
縄の芸能に対する認知度や理解度を高めるための文化体験等の取組を行い、沖縄
観光の誘客を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

文化資源 29,545 １ 文化資源を活 27,409 １ 文化資源を活 ☆
を活用し 用 し た 沖 縄 観 用 し た 沖 縄 観 最終予算額

た沖縄観 光 の 魅 力 ア ッ 光 の 魅 力 ア ッ 29,545
光の魅力 プ支援事業 プ支援事業 執行率
アップ支 92.8％
援事業 ・旅行商品造成プ ・旅行商品造成プ 不用額

ログラムモデルの ログラムモデルの 2,136
構築を行う。 構築を行った。

・文化体験プログ ・文化体験プログ
ラムモデルの構築 ラムモデルの構築
と、公演の広報活 と、公演の広報活
動などを行う。 動などを行った。

・マグネットコン ・マグネットコン
テンツ育成事業と テンツ育成事業と
して、公募採択さ して２団体への補
れる２団体へ補助 助金 4 , 5 8 0千円を
金を交付する。 交付した。

・県外における沖 ・県外における沖
縄芸能の上演プロ 縄芸能の上演プロ
モーション活動と モーション活動と
して国立劇場おき して国立劇場おき
なわへ補助金を交 なわへ補助金 4,50
付する。 0千円交付した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップ支援事業
効果： 沖縄特有の文化資源を活用した新たな観光メニューの確立として、旅

商品造成プログラム２作品、文化体験プログラムモデル２作品を構築し、
６公演実施。

課題： 文化資源を活用した観光メニューを確立させるには、長期の取組が必
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要である。観光客の沖縄の芸能に対する認知度や理解度を高めるため、
引き続き、支援を行う必要がある。
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30,000 ⑷ スポーツコミッ 30,000 ⑷ スポーツコミ ☆
ション沖縄体制整 ッション沖縄体 最終予算額

備事業 制整備事業 30,000
・スポーツコンベン ・スポーツコミッ 執行率
ションの受入に係る ション相談件数 100％
ワンストップ窓口の 223件
設置

70,006 ⑸ スポーツコンベ 57,599 ⑸ スポーツコン ☆
ンション誘致戦略 ベンション誘致 最終予算額

推進事業 戦略推進事業 70,006
・スポーツコンベン ・キーパーソン招 執行率
ションの拡大発展を 聘２件、団体合宿 82.3％
図るためキーパーソ 実証９件 不用額
ン招聘及び団体合宿 12,407
実証の実施

52,321 ⑹ サッカーキャン 52,276 ⑹ サッカーキャ ☆
プ誘致戦略推進事 ンプ誘致戦略推 最終予算額

業 進事業 52,321
・サッカーキャンプ ・ 2 4クラブチーム 執行率
誘致、芝生環境の向 （うち Jリーグ 16ク 99.9％
上による受入体制の ラブ）誘致 不用額
強化等 ・受入グランドの 45

創出支援１件、グ
ラウンドの巡回支
援 19施設

３ 事業の効果 /課題
(1) スポーツイベント支援事業
効果： 新たなスポーツイベントの創出や定着化を図るため、スポーツイベン

トモデル事業への支援を行った。
課題： 創出したイベントの自走化には、資金調達力や運営力を向上させる必

要がある。そのため、集客方法や運営などのノウハウを持つ有識者によ
る指導・助言が重要である。

(2) スポーツ観光戦略的誘客促進事業
効果： 沖縄の年間を通じて温暖な気候とスポーツ資源を活用したスポーツツ

ーリズムの普及・定着を図るため、テレビ、専門誌、イベント、交通機
関サイネージ、ウェブ等を活用した多角的なプロモーション等を実施し、
本県への観光誘客を促進した。

課題： 沖縄へのスポーツを目的とした観光誘客を増加・定着させるためには、
沖縄の優位性・独自性を生かした PRだけではなく、新たな付加価値構築
が必要となってくる。また、今後はスポーツに係る観光誘客を増加させ
るだけではなく、消費単価の拡大に向けた取り組みを検討する必要があ
る。

(3) プロ野球キャンプ等訪問観光促進事業
効果 : キャンプ来訪への PR活動、プロ野球キャンプ情報 WEBサイトの構築、キ

ャンプガイドブックの配布を行い、キャンプ来訪者の利便性の向上を図
るとともに、新規誘客に向けた広報・宣伝を行った。
受入市町村、球団等関係機関との連携・協力を強化し、キャンプ期間

中の魅力的なコンテンツ開発等の取組を行うことで、プロ野球キャンプ
を目的とした本県への観光誘客を促進した。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：スポーツツーリズム戦略推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 スポーツ振興課

１ 事業の目的・内容
沖縄の温暖な気候とスポーツ資源を活用したスポーツツーリズムの普及を促進

する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

スポーツ 261,624 １ スポーツツーリ 247,870 １ スポーツツー ☆
ツーリズ ズム戦略推進事業 リズム戦略推進 最終予算額

ム戦略推 事業 261,624
進事業 執行率

94.7％
不用額
13,754

23,220 ⑴ スポーツイベン 22,429 ⑴ スポーツイベ ☆
ト支援事業 ント支援事業 最終予算額

・県内で開催するス ・県内で開催する 23,220
ポーツイベントに対 スポーツイベント 執行率
する補助 に対する補助４件 96.6％

不用額
791

54,758 ⑵ スポーツ観光戦 54,741 ⑵ スポーツ観光 ☆
略的誘客促進事業 戦略的誘客促進 最終予算額

・沖縄県へのスポー 事業 54,758
ツ旅行に係るプロモ ・メディアの活用、 執行率
ーション スポーツイベント 99.9％

への出展等による 不用額
プロモーション実 17
施件数 53件

31,319 ⑶ プロ野球キャン 30,825 ⑶ プロ野球キャ ☆
プ等訪問観光促進 ンプ等訪問観光 最終予算額

事業 促進事業 31,319
・ SNS活用プロモー ・ SNS活用プロモー 執行率
ション、空港・国際 ション、空港・国 98.4％
通りへの歓迎バナー 際通りへの歓迎バ 不要額
掲出 ナー掲出を実施 494
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30,000 ⑷ スポーツコミッ 30,000 ⑷ スポーツコミ ☆
ション沖縄体制整 ッション沖縄体 最終予算額

備事業 制整備事業 30,000
・スポーツコンベン ・スポーツコミッ 執行率
ションの受入に係る ション相談件数 100％
ワンストップ窓口の 223件
設置

70,006 ⑸ スポーツコンベ 57,599 ⑸ スポーツコン ☆
ンション誘致戦略 ベンション誘致 最終予算額

推進事業 戦略推進事業 70,006
・スポーツコンベン ・キーパーソン招 執行率
ションの拡大発展を 聘２件、団体合宿 82.3％
図るためキーパーソ 実証９件 不用額
ン招聘及び団体合宿 12,407
実証の実施

52,321 ⑹ サッカーキャン 52,276 ⑹ サッカーキャ ☆
プ誘致戦略推進事 ンプ誘致戦略推 最終予算額

業 進事業 52,321
・サッカーキャンプ ・ 2 4クラブチーム 執行率
誘致、芝生環境の向 （うち Jリーグ 16ク 99.9％
上による受入体制の ラブ）誘致 不用額
強化等 ・受入グランドの 45

創出支援１件、グ
ラウンドの巡回支
援 19施設

３ 事業の効果 /課題
(1) スポーツイベント支援事業
効果： 新たなスポーツイベントの創出や定着化を図るため、スポーツイベン

トモデル事業への支援を行った。
課題： 創出したイベントの自走化には、資金調達力や運営力を向上させる必

要がある。そのため、集客方法や運営などのノウハウを持つ有識者によ
る指導・助言が重要である。

(2) スポーツ観光戦略的誘客促進事業
効果： 沖縄の年間を通じて温暖な気候とスポーツ資源を活用したスポーツツ

ーリズムの普及・定着を図るため、テレビ、専門誌、イベント、交通機
関サイネージ、ウェブ等を活用した多角的なプロモーション等を実施し、
本県への観光誘客を促進した。

課題： 沖縄へのスポーツを目的とした観光誘客を増加・定着させるためには、
沖縄の優位性・独自性を生かした PRだけではなく、新たな付加価値構築
が必要となってくる。また、今後はスポーツに係る観光誘客を増加させ
るだけではなく、消費単価の拡大に向けた取り組みを検討する必要があ
る。

(3) プロ野球キャンプ等訪問観光促進事業
効果 : キャンプ来訪への PR活動、プロ野球キャンプ情報 WEBサイトの構築、キ

ャンプガイドブックの配布を行い、キャンプ来訪者の利便性の向上を図
るとともに、新規誘客に向けた広報・宣伝を行った。
受入市町村、球団等関係機関との連携・協力を強化し、キャンプ期間

中の魅力的なコンテンツ開発等の取組を行うことで、プロ野球キャンプ
を目的とした本県への観光誘客を促進した。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：沖縄らしい観光リゾート地の形成

重点施策事業名：「スポーツアイランド沖縄」形成に向けた付加価値構築支援事業
（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和 13年度

部 課 等 名：文化観光スポーツ部 スポーツ振興課

１ 事業の目的・内容
「スポーツアイランド沖縄」の形成を推進するため、各種産業の連携による、

沖縄におけるスポーツの付加価値構築に向けた実証を支援することで、更なるス
ポーツコンベンションの推進等を図るとともに、スポーツ関連産業における新た
なビジネスモデル（産業）の創出を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

スポーツ 65,669 １ 「スポーツア 62,039 １ 「スポーツア ☆
アイラン イランド沖縄」 イランド沖縄」 最終予算額

ド沖縄形 形成に向けた付 形成に向けた付 65,669
成に向け 加価値構築支援 加価値構築支援 執行率
た付加価 事業 事業 94.5％
値構築支 ・スポーツ関連産 ・スポーツ関連産 不用額
援事業 業における新たな 業における新たな 3,630

ビジネスモデルへ ビジネスモデルへ
の補助 の補助７件

３ 事業の効果 /課題
(1) 「スポーツアイランド沖縄」形成に向けた付加価値構築支援事業
効果： スポーツ関連産業における新たなビジネスモデル（産業）の創出を図

るため、モデル事業への支援を行った。
課題： 既にスポーツ関連の事業を実施している法人や団体の単独での提案が

多く、ものづくり、ＩＣＴや医・科学分野など、他の産業やサービスと
連携を深めた提案の増加が必要である。

課題： 受入市町村や球団と連携し、来訪意欲につながるプロモーションや来
訪者満足度を高める取組を引き続き行っていく必要がある。

(4) スポーツコミッション沖縄体制整備事業
効果： WEBサイトにおける県内スポーツ施設の情報掲載、 SNS等を活用した情

報発信により、本県のスポーツ環境の PRに取り組んだ。令和４年は国内
外代表チームによる県内合宿を行った。

課題： コロナ後の合宿需要を促進するため、イベント出展、 SNSやパンフレッ
ト等を活用し、国内外へ沖縄県のスポーツ環境を PRすることが必要であ
る。

(5) スポーツコンベンション誘致戦略推進事業
効果： スポーツコンベンションの拡大発展に向け、受入希望市町村と連携し、

国内外のスポーツチームの誘致活動及びスポーツキーパーソン招聘等に
取り組んだ。令和４年度は、スポーツキーパーソンの招聘及び国内外か
らのスポーツチームの団体合宿実証を実施した。

課題： 県内施設や受入体制で抽出された課題の解決策を検証し、継続的な合
宿実施に繋げる体制を構築する必要がある。

(6) サッカーキャンプ誘致戦略推進事業
効果： サッカーキャンプ受入市町村及びキャンプ実施クラブ等との連携を強

化し、「スポーツアイランド沖縄」の認知向上及びブランド化を図った。
また、県内全域のグラウンド芝環境の向上のため、各地のグラウンド

を巡回し、土壌調査や、県内外のグラウンドのクオリティを比較し、芝
管理手法の情報共有等を通して、芝管理技術の底上げを図った。

課題： クラブチームのキャンプ定着に向けて、クラブチームと受入市町村の
交流等を通じた関係強化を図る必要がある。


